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産業・地域調査本部

2021年度設備投資計画調査の結果概要
 コロナ禍での⼤幅減を経て、Ｋ字回復の中、製造業中⼼に持ち直し
 都市部を中⼼とした先端技術開発のほか、全国で喫緊の脱炭素対応の動き
 海外の拠点や仕⼊調達先の分散対応などを含め、幅広いレジリエンス強化の動きも
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P.2調査概要
1. 調査内容
(1) 設備投資計画調査
 1956年より開始
 国内単体および国内外連結の設備投資(業種別動向､投資動機等)を分析し、我が国産業の設備投資の基本的動向を

把握することが⽬的
(2) 企業⾏動に関する意識調査（特別アンケート）
 ⾜元の重要テーマについて、各企業の意識や⾒通しなどを調査
 今年度は、新型コロナによる事業への影響、脱炭素に向けた取組、有形固定資産投資や情報化投資・研究開発等を含め

た、企業にとっての「広義の投資」の取組について、引き続き調査
2. 調査の対象企業
 原則資本⾦10億円以上の⺠間法⼈企業（但し、⾦融保険業を除く。なお、地域別設備投資動向のみ、原則資本⾦1〜

10億円未満の企業も含む）
3. 調査時期
 2021年6⽉22⽇(⽕)を期⽇として実施
4. 回答状況（調査対象社数︓⼤企業 3,022社、中堅企業 6,464社）
 国内設備投資回答社数︓⼤企業 1,823社（回答率60.3％）中堅企業 3,869社（回答率59.9％）
 海外設備投資回答社数︓681社（回答率22.5%）
 地域別設備投資回答社数︓4,792社（回答率50.5％）
 特別アンケート回答社数︓⼤企業 1,165社(回答率38.6％) 中堅企業 3,129社（回答率48.4%）
5. 調査結果詳細
https://www.dbj.jp/investigate/equip/index.html に掲載
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＜各地域のポイント（カッコ内は21年度計画）＞

北海道(▲9.9%)︓⼤型改修の⼀服などにより、2年連続減

東北(+10.5%)︓EV部材に加え、再エネ関連もあり、⼆桁増

北関東甲信(+38.3%)︓EV部材、パワー半導体、
ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄなどにより、⼤幅増

⾸都圏(+20.2%)︓⾞載電池や５G関連に加え、
都⼼開発もあり⼤幅増

北陸(+17.2%)︓⾞載向け半導体が牽引し、⼆桁増

東海(+5.3%)︓HV電池に加え､オフィスや商業施設が下⽀え

関⻄(+12.0%)︓電⼦材料・部材に加え、物流､防災機能
強化により３年ぶり増

中国(+8.4%)︓EVや防災事業が下⽀え

四国(+23.0%)︓EV向け電池材料が牽引し、⼤幅増

九州(+15.0%)︓再開発案件などにより、⼆桁増

調査結果のポイント
＜１．設備投資の概況＞
 20年度の設備投資実績は、新型コロナを受けて９年ぶりのマイナスとなったが、21年度は、

先送りした投資の実施のほか、脱炭素やデジタル化の加速を⾒据えた動きもあり、持ち直し
（計画ベースで12.6%増）

＜２．新型コロナの影響＞
 製造業はコロナ前の⽔準を超える⼀⽅、コロナの影響⼤きい運輸やサービスなど⾮製造業

は、コロナ前の⽔準に復さない計画。さらに、中堅企業は、宿泊業などが下押しして21年度
も減少の計画となるなど、K字回復の様相

＜３．脱炭素に向けた動き＞
 ビジョン策定も含め総じて準備中の企業が多い中、まずは今取り組まなければならない喫緊

の投資（EV、省エネ、再⽣可能エネルギー関連等）を実施する動き

＜４．脱炭素や社会のデジタル化加速に対応するためのイノベーション＞
 ⼀⽅で、脱炭素に向けては、技術⾯での課題が多く、イノベーションの必要性が⾼まっており、

エネルギー転換等の研究開発の動き。さらに、コロナ禍で加速した、遠隔⾮接触化や⾃動
化に向けたAI、IoT関連のイノベーションの動きも多い

＜５．レジリエンス強化の動き＞
 新型コロナも機に⾒直しが加速するサプライチェーンは、これまでも内外の災害を受け強化が

図られてきたが、改めて半導体不⾜など地政学リスクも意識され、海外での拠点や調達先
多元化の動き

＜６．地域別の特徴＞
 先端技術開発をはじめイノベーションの取組が⼤都市圏中⼼にみられるほか、EV・再エネ

などに関連した喫緊の投資や災害対策の動きが各地域でみられる
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1. 国内設備投資動向
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▲10.2    
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12.6
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製 造 業 ▲11.6 18.6

⾮製造業 ▲9.5 9.7
[ 除電⼒ ] [▲8.6] [9.6]

2021年度の国内設備投資は製造業を中⼼に持ち直し

 2020年度の設備投資実績は、新型コロナの影響等により、前年⽐10.2％減少し、9年ぶりのマイナスに。 リーマン危機時と
異なり、製造業・⾮製造業ともに⼤幅に減少

 2021年度は、計画ベースで前年⽐12.6％増。 昨年度⾒送った投資の実施に加え、EVや、デジタル化需要拡⼤に向けた
投資の増加もあり、製造業を中⼼に持ち直し

2020、21年度の国内設備投資動向 設備投資増減率⻑期推移（1990〜2021年度）
（前年⽐、％）

製造業

⾮製造業

全産業

【計画】

製造業
18.6

全産業
12.6 

⾮製造業
9.7 

21
【計画】

20
【実績】

今次設備投資計画調査(⼤企業)の概況
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 当年度中の計画値は、実績にかけて下⽅修正される傾向
 このクセを踏まえると、2021年度は⼀桁台の伸びにとどまり、コロナ前の2019年度の⽔準までは戻らない⾒込み
 ただし、リーマン危機と⽐べて、早期に持ち直す⾒込み

設備投資増減率の計画と実績（全産業） 着地⾒込みを踏まえた⽔準（全産業）

21

着地⾒込み

（注）着地⾒込みは15〜19年度の実現率の5年平均を採⽤

着地⾒込みはコロナ前⽔準に復さない可能性も、リーマン危機より早期の持ち直し
過去の計画／実績対⽐をふまえた今期の着地⾒込み

21

（注）⼤企業
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 2020年度については、5割弱の企業が、新型コロナの感染拡⼤を理由に、当初の設備投資計画を下⽅修正
 製造業では、⾒送った投資を今年度再開する計画の企業割合が⾼い（電気機械、輸送⽤機械、⼀般機械等）
 ⾮製造業では、製造業に⽐べ、投資再開の動きは相対的にやや弱め（卸売･⼩売、運輸等）

新型コロナを背景に⾒送った昨年度の投資案件は、
今年度の計画に含まれているか

（構成⽐、％）

はい ⾒送った投資はないいいえ
①⽶中対⽴による

状況悪化

②新型コロナによる
状況悪化

③投資内容の精査、
無駄の⾒直し

④実施確度が低
かった投資の剥落

⑤⼯期の遅れ

⑥⼯事費⾼騰に
伴う⾒直し

昨年度の実績値が当初計画を下回った理由

製造業は⼤宗の企業が｢昨年度⾒送り案件｣の投資再開を計画も､⾮製造業はやや弱め
昨年度⾒送った投資案件は今年度計画に含まれているか

（注）３つまでの複数回答、⼤企業

（有効回答社数⽐、％）

（注）計画を下回ったと回答した企業のみ、⼤企業
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 売上は、新型コロナ感染拡⼤前を「既に上回っている」企業が約2割、「今年中の回復」を含めると4割となる。 ⼀⽅、特に
⾮製造業では、「回復が⾒通せない」まで、均等に割れており、K字回復の様相

 主要業種別では、「今年中に回復」の割合が、電気機械で6割超に達するほか、通信･情報で5割超。⼀⽅、旅客需要の
回復が⾒込みにくい運輸では、5割超が「23年以降の回復」、もしくは「回復が⾒通せない」としている

新型コロナからの売上回復⾒通し

（構成⽐、％） （構成⽐、％）

主要業種別概観
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今年中に売上回復する⾒通しの企業が4割も、K字回復の様相
新型コロナからの売上回復⾒通し

（注）⼤企業
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⼤企業

中堅（都市部）

中堅（地⽅部）
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 昨年のコロナ禍でも、「中⻑期的な需要⾒通しは不変」とする企業が過半であったが、この1年で、新型コロナを契機に、「中⻑期的な
需要⾒通しが増加」と回答した企業の割合が上昇し、「減少」と回答した企業の割合が低下

 ⼀⽅、中堅企業(地⽅部)においては、約4割が「減少」と回答しており、⼤企業や中堅企業（都市部）と⽐較して影響が⼤きい
 電気機械、⼀般機械、化学、通信･情報において、「増加」⾒通しの回答割合が⾼いが、業種別にも差が⼤きい

新型コロナを契機とした製品やサービスの中⻑期的な需要⾒通し

（構成⽐、％）

増加 不変減少

【今回】

【前回】

（構成⽐、％）

主要業種別概観

製品･サービスの中⻑期的需要が増加する⾒通しの企業割合がこの1年で上昇
新型コロナを契機とした製品･サービスの中⻑期的な需要⾒通し

（注）⼤企業

（注）都市部︓三⼤都市圏のうち23区と政令指定都市を抱える都府県
（埼⽟、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、⼤阪、兵庫）

以下、同様
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（前年⽐、％）

（注）⾯積が⼤きいほど、全体への寄与が⼤きい、⼤企業

鉄鋼
▲11.0% ⼀般機械

▲32.0%
電気機械
▲12.4%

輸送⽤機械
▲10.6% その他0.5%

化学
▲3.3%

⾷品
▲15.5%

⾮鉄⾦属
▲20.0%

精密機械
▲15.6%

2020年度
▲11.6％

鉄鋼
23.2%

⼀般機械
18.7%/81

電気機械
39.1%/122

輸送⽤機械
8.5%

その他
32.9%

紙・パルプ
18.3% 化学

14.9%/111⾷品
10.8%

⾮鉄⾦属
38.2%

精密機械▲2.7%

2021年度
18.6％/105

紙・パルプ
▲3.1%

21年度は幅広く増加計画、特に電気機械や化学が脱炭素やデジタル関連もあり堅調
主要業種別の増減率・構成⽐のスカイライングラフ（製造業）

 20年度は幅広く減少したが、21年度は電気機械、化学を中⼼に⼤幅増の計画
 先送りした投資の実施だけでなく、電気機械では、脱炭素も踏まえたEV向けやパワー半導体の投資、デジタル化の加速を

背景としたデータセンター向け投資が、化学ではEV材料、医薬品などが下⽀えし、コロナ前の⽔準を⼤きく上回る計画

（前年度構成⽐、％）

（前年度構成⽐、％）

(寄与率)
①18%

(寄与率)
②17%

(寄与率)
③11%
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2021年度
9.7％/99

(運輸における寄与率)
鉄道︓54%
空運︓34%

（前年⽐、％）

（前年度構成⽐、％）（前年⽐、％/19年度＝100とした場合の21年度の⽔準）

（前年度構成⽐、％）

建設
18.4% 卸売・⼩売

10.7%/94
不動産

7.4%/111

運輸
19.2%/94

通信・情報
▲0.1%/100

その他
6.3%

サービス
8.2%/87

（注）⾯積が⼤きいほど、全体への寄与が⼤きい、⼤企業

不動産が好調も、卸売･⼩売や運輸、サービスはコロナ前⽔準に回復せず。業種間でK字回復
主要業種別の増減率・構成⽐のスカイライングラフ（⾮製造業）

 20年度は幅広く減少したが、不動産が物流施設や都⼼開発により増加を維持し、21年度も好調。通信・情報は、５G基地局は増
加も４Gの効率化によりコロナ前横ばい

 運輸が、陸空運などで昨年度⾒送った投資を実施計画であるほか、卸売・⼩売はスーパーやコンビニを中⼼に既存店投資が増加す
るものの、コロナ禍からの回復が⾒込みづらい企業が多く、サービスも含め、⾮製造業全体で19年度の⽔準に復さない計画

運輸
▲21.4%
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製造業 ⾮製造業
（サービス除

く）

サービス うち、ホテル・
旅館

（中堅企業への寄与度、％pt）
2020年度
＜実績＞

2021年度
＜計画＞

⼤中堅合計 ▲10.5 11.3
製 造 業 ▲12.3 16.9
⾮製造業 ▲9.6 8.5

⼤企業 ▲10.2  12.6
製 造 業 ▲11.6 18.6
⾮製造業 ▲9.5 9.7

中堅企業 ▲14.1  ▲0.2

製 造 業 ▲17.5 5.4

⾮製造業 ▲11.5 ▲4.2

 2021年度は、⼤企業12.6％増の計画に対し、中堅企業は0.2％減の計画。実績にかけての下⽅修正パターンの違いを考慮
しても、中堅企業が弱めの計画となっており、企業規模別でもK字回復の様相。⼤きく下押ししているのは、中堅企業において
ウエートの⾼い、ホテル・旅館などのサービス業

2020、21年度の規模別設備投資動向 中堅企業設備投資の業種別寄与度

宿泊業などサービスが⼤きく下押しし、中堅企業はマイナスの計画。企業規模別でもK字回復
⼤企業と中堅企業の⽐較

（前年⽐、％）

（構成⽐、％） ⼤企業 中堅企業
製造業 33 42
⾮製造業（サービス除く） 65 46
サービス 2 12
うち、ホテル・旅館 0 6

製造業 ⾮製造業
(ｻｰﾋﾞｽ除く) サービス うち、

ホテル・旅館

規模別⾦額ウエート⽐較（20年度）
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 脱炭素関連の取組のうち、喫緊の課題に対しては、CO2多排出産業を中⼼に太平洋ベルトにて発電関連投資などがみられるほか、
EVや省エネ、再エネの動きは全地域でみられる

 技術確⽴の難易度が⾼いイノベーション関連の取組は、R&D拠点が⽴地する都市圏にて、AIなどを活⽤した⾃動化の研究開発や
エネルギー転換の研究開発が実施される

 新型コロナや災害に関連したレジリエンス強化の動きは、各地域でみられるほか、調達先の多様化は海外にて図られている
a. ポイント b.産業 c. 地域 d. 主な計画（⾦額規模）

Green
/Transition

• 喫緊の課題
• CO2排出が多い産業

• 鉄鋼、化学 • 太平洋ベルト
（関東、関⻄、中国）

• 電磁鋼板能増（数百億円）
• LNG発電（数百億円）
• リサイクルプラント（数⼗億円）

• 喫緊の課題
• 取り組みやすいもの
（既存技術で対応）

• 化学、電気機械、⼀
般機械

• 卸売･⼩売、不動産

• 全地域 • EV化（電池、ﾊﾟﾜｰ半導体）（数千億円）
• 省エネ（照明LED化）（数億円程度）
• 再エネ（太陽光、⾵⼒、ﾊﾞｲｵﾏｽ）

Innovation

• 短中期の課題
• 省⼒化、合理化
• ⼈⼝集中地域

• 卸売･⼩売、運輸 • ⼤都市圏
（北海道、関東、関⻄、
東海）

• 物流拠点⾃動化（AI、IoT）（数百億円）

• 中⻑期の課題
• 先端技術のR&D

→必要投資⼤
• 限定地域

• 化学、⼀般機械、⾃
動⾞

• ⾸都圏（神奈川）
• 東海（愛知、静岡）

• ⽔素還元鉄（数千億円）、アンモニア
• がん創薬、バイオ技術（数千億円）
• ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰ、5G、⾃動運転、ｽﾏｰﾄｼﾃｨ

（数千億円〜数兆円）

Resilience

• コロナ関連対応 • 電気機械、化学 • 東海、四国 • PCR検査⽤⾼感度ｶﾒﾗ、ﾏｽｸ能増
（数⼗億円）

• 震災、⾵⽔害対応 • 製造業全般
• 不動産、運輸

• 太平洋側と⽇本海側
への分散

• 東北、中国、九州

• ⽣産拠点分散（数⼗億円）
• 耐震補強（数億円〜数⼗億円）
• ⽔害対策（数億円〜数⼗億円）

• 地政学リスク対応 • 製造業全般 • 海外拠点 • 調達先多様化

喫緊の脱炭素・レジリエンス関連投資は全国で、イノベーション関連投資は都市圏中⼼に実施
産業×地域の観点でみたGRIT関連の取組

技
術
確
⽴
の
難
易
度

⾼

1

2

3

4

5

6

7
（注）「GRIT」とは、DBJ第5次中期経営計画で掲げる重要戦略テーマ（Green,Resilience,Innovation,Transition）

d.主な計画の⾦額規模は、21年度だけでなく、中⻑期な計画も含む
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 脱炭素関連の投資は、化学、鉄鋼の集積が厚い関東甲信、関⻄や中国（太平洋ベルト）において、喫緊の課題に対応
するための、発電設備や電炉の更新などが予定。EV、HV転換に伴う電気機械や輸送⽤機械の投資は、関東甲信や
東海中⼼に幅広く実施される予定。先端技術開発等のイノベーション関連投資は、R&D拠点の集積する⾸都圏が中⼼

喫緊のEVや省エネ、再エネ関連投資がCO2多排出産業集積地でみられるなどの特徴
地域別の特徴

北海道 東北 北関東甲信 ⾸都圏 北陸 東海 関⻄ 中国 四国 九州

Green
/Transition

ｺｰｸｽ炉改修
ﾊﾞｲｵﾏｽ発電
⾵⼒発電

EV向け電⼦
部品

洋上⾵⼒
発電

EV部材
ﾊﾟﾜｰ半導体
ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ

ﾌﾟﾗﾝﾄ

LNG発電
HV向けエン
ジン開発

⾞載向け
半導体

⼯場省エネ
設備

HV電池量産
電動化開発

拠点
⾞載電装化

電磁鋼板
EV関連部品

電磁鋼板
新型軽EV向
け⽣産設備

EV向け
電池材料
EV開発⽤

LED

⾃社⽔⼒
発電

LNG転換
ﾊﾟﾜｰ半導体

Innovation 店舗⾃動化
⾃動倉庫

5G電⼦部品
配送ロボ

⾃動⾞
新ﾓﾃﾞﾙ開発
ﾛﾎﾞｯﾄ減速

機開発

⾃動運転
R&D

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ
向けHDD
がん創薬

開発

⼯場AI・IoT
実装

ｱﾝﾓﾆｱ実験
ｽﾏｰﾄｼﾃｨ

ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰ
5G検査設備

⽔素還元
製鉄

医薬品
5G部品（⽔
晶ﾃﾞﾊﾞｲｽ）

ｱﾝﾓﾆｱｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝ構築

ﾛｰｶﾙ5G実験
5G向け素材 ⾃動倉庫

Resilience ﾎﾃﾙ耐震化 ⽔害対策
耐震補強

研究開発
施設建替え

⾮常⽤
発電機

拠点分散化
（⾸都圏→

北陸）

遠隔拠点
仮想

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ
⾮常⽤
発電機

中央監視・
防災設備

地下街防災
⽔害対策

ﾏｽｸ能増
防災設備

BCP対応
蓄電池交換

設備投資
21FY伸び ▲9.9 10.5 38.3 20.2 17.2 5.3 12.0 8.4 23.0 15.0

特徴
⼤型改修の
⼀服などによ
り、2年連続

の減少

EV部材に
加え、再ｴﾈ
関連もあり、

⼆桁増

EV部材、パ
ワー半導体、
ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄ
などにより、⼤

幅増

⾞載電池や
５G関連に
加え、都⼼
開発もあり
⼤幅増

⾞載向け半
導体が牽引
し、⼆桁増

HV電池に
加え、オフィス
や商業施設
が下⽀えし、

増加

電⼦材料・
部材に加え、
物流、防災
機能強化に
より3年ぶりの

増加

EVや防災事
業が下⽀えし

増加

EV向け電池
材料が牽引
し、⼤幅増

再開発案件
などにより、
⼆桁増

（注）設備投資計画調査や各社発表資料などにより、主要な取組を記載
判明している⾦額や取組の数に応じて⾊分け。活発な産業、地域を濃い⾊で⽰している
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2.脱炭素に向けた動き Green Transition
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 取組を進める背景としては、「国内政策動向」が圧倒的に多い。政策動向以外では、⼤企業で「事業機会の拡⼤」、「機関投資家
からの要請」が相対的に多い⼀⽅、中堅企業で「取引先からの要請」が相対的に多く、企業規模により差異

 想定される事業への影響としては、「⻑期戦略策定・開⽰が必要」、「サプライチェーン全体での対応が必要」が多い

取組の背景は「国内政策動向」が圧倒的、事業への影響は「⻑期戦略策定が必要」など
取組を進める背景および想定される事業への影響

①
国
内
の
政
策
動
向

②
海
外
の
政
策
動
向

③
機
関
投
資
家
か
ら

の
要
請

④
取
引
先
か
ら
の

要
請

⑤
事
業
機
会
の
拡
⼤

⑥
そ
の
他

脱炭素社会実現に向けた取組を進める背景
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⼤企業 中堅（都市部） 中堅（地⽅部）

（有効回答社数⽐、％）

（注）2つまでの複数回答

国際的に脱炭素への取組が加速することで
想定される事業への影響

（注）３つまでの複数回答、⼤企業

①
事
業
拡
⼤
の
契
機

②
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

の
転
換
が
必
要

③
サ
プ
ラ
イ
チ

␗

ン
全
体
で
の
対
応
と

調
整
が
必
要

④
⻑
期
的
な
移
⾏
戦

略
の
策
定
・
開
⽰

が
必
要

⑤
国
境
炭
素
調
整
措

置
等
に
よ
り
拠
点

の
⾒
直
し
が
必
要

⑥
そ
の
他

（有効回答社数⽐、％）
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Green Transition
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36 

20 

25 

24 

23 

37 

34 

49 

44 

55 

0 20 40 60 80 100

輸送⽤機械

化学

⼀般機械

鉄鋼

電気機械

電⼒・ガス

運輸

卸売・⼩売

不動産

16 

19 

13 

46 

55 

40 

38 

26 

47 

0 20 40 60 80 100

全産業

製造業

⾮製造業

 脱炭素社会実現に向けた中⻑期ビジョンは、策定済みの企業が⼤⼿を中⼼に2割弱。準備中の企業が約半数
 輸送⽤機械、鉄鋼、化学、⼀般機械、電⼒･ガスなど、CO2多排出産業を中⼼に、策定・準備が進む

中⻑期ビジョンの策定、検討状況
主要業種別

②準備中 ③策定予定なし①策定、公表済み

（構成⽐、％） （構成⽐、％）

概況

CO2多排出産業を中⼼に策定・準備が進む
脱炭素実現に向けた中⻑期ビジョンの策定状況

（注）⼤企業

Green Transition
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 取組を進める上での課題としては、製造業を中⼼に、「技術⾯」と「開発コスト」が多い

製造業を中⼼に、「技術⾯」や「開発コスト」が課題
取組を進める上での課題

脱炭素に向けた取組を進める上での課題
（有効回答社数⽐、％）

（注）２つまでの複数回答、⼤企業
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0 50 100

全産業

製造業

⾮製造業

概況 同左、主要業種別
②関連投資

変化なし
③関連投資
そもそもなし

①関連投資
拡⼤の⽅針

（構成⽐、％）

 脱炭素関連投資（研究開発含む）については、約3割の企業が拡⼤する⽅針。特に、輸送⽤機械や化学については4割
を超える企業が拡⼤の⽅針

 関連投資の具体的内容（中堅企業）は、省エネ・再エネ関連のほか、研究開発も

脱炭素関連投資（研究開発含む）の状況

（構成⽐、％）

輸送⽤機械、化学を中⼼に3割の企業が関連投資を拡⼤する⽅針
関連投資の状況

（注）⼤企業

①
再
⽣
エ
ネ
ル
ギ
␗

関
連

②
省
エ
ネ
設
備

③
脱
炭
素
化
に

向
け
た
研
究
開
発

④
そ
の
他

（注）4つまでの複数回答、中堅企業
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脱炭素関連投資の内容
（有効回答社数⽐、％）

Green Transition
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3. イノベーションの取組



P.22

研究開発費

（注）⼤企業
本調査における研究開発費（連結ベース）とは、研究開発に関わる⼈件費、原材料費、減価償却費、間接費の配賦額などすべての費⽤

（前年⽐、％） 2020年度
実績（589社）

2021年度
計画（647社）

構成⽐
（2020年度） 主な研究開発内容

全産業 ▲3.7 9.2 100.0

製造業 ▲3.7 9.2 98.1

輸送⽤機械 ▲6.1 5.7 42.6 新モデル開発、電動化促進、⾃動運転

化学 2.6 12.1 28.2 がんなどの医薬品、新型コロナワクチン、⽔素圧縮材料
循環型包装材、炭素循環や温室効果ガス排出削減技術

電気機械 0.9 15.5 13.1 電⼦デバイスの⾼機能化、省エネ化
パワー半導体、5G関連

⼀般機械 ▲7.3 6.6 6.0 液体アンモニア混焼、⽔素ガスタービン・エンジン
EV、⾃動⾞部品関連設備、物流向けピッキングシステム

⾮製造業 ▲1.9 9.4 1.9

 2020年度の研究開発費実績は、全産業で前年⽐3.7％減。輸送⽤機械を中⼼に4年ぶりのマイナスに
 2021年度の計画は、前年⽐9.2％増。 特に、医薬品を中⼼とした化学や、⾞載⽤・5G関連・パワー半導体などの分野に

注⼒する電気機械が⾼い伸びとなっているほか、市場回復を踏まえ、輸送⽤機械も新モデル開発を中⼼に増加の計画。
また、⽔素関連などの脱炭素に向けた研究開発も、化学や⼀般機械で計画

化学と電気機械を中⼼に、脱炭素関連や⾞載⽤、５G関連も
研究開発
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 AI、IoTを「活⽤している」、「関⼼が⾼まっている」とした割合は、この数年で徐々に拡⼤
 特にこの1年では、新型コロナも契機となり、サービスのAI・デジタル化が必要との認識が⾼まったことが窺える

（有効回答社数⽐、％）
（年度）

AI、IoT等の活⽤

（構成⽐、％）

活⽤を検討

活⽤している

活⽤予定ないが
関⼼が上昇

活⽤予定なく
関⼼も低い

新型コロナ感染拡⼤を契機とした事業の⾒直し

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査
事業の⾒直しが必要

↓（必要な場合の内容）
①新たな製品や

サービスの提供

②事業の整理、縮⼩

③リスク分散のための
事業の多⾓化

④サプライチェーンの
再構築

⑤サービスの
AI・デジタル化

（注）2つまでの複数回答、⼤企業

コロナ禍も⼀つの契機に、AI、IoTなどの先端技術の活⽤や関⼼が⾼まる
AI、IoTなどの活⽤状況や関⼼

（注）⼤企業
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業 種 2020年度
実績（602社）

2021年度
計画（731社） 主な情報化投資内容

全 産 業 ▲12.0 38.9

製 造 業 ▲5.0 40.6

うち電気機械 60.3 43.2 ⼯場のIoT化
IT化による業務オペレーションの改善（DX)

うち輸送⽤機械 ▲7.5 24.3 ⼯場の⽼朽化システム刷新

⾮ 製 造 業 ▲17.1 36.2

うち卸売・⼩売 ▲17.7 56.1 セルフレジやキャッシュレス対応など

うち建設 ▲1.9 73.1 遠隔施⼯技術導⼊

情報化投資計画（前年⽐、％）

 2020年度の情報化投資実績は、前年⽐12.0％減。新型コロナにより、幅広い業種でリーマン危機以来のマイナスに。
ただし、電気機械は、⼯場のIoT化投資などにより⼤幅増へ

 2021年度計画は、前年⽐38.9％増。昨年先送りした投資の実施もあり、⼤幅増の計画。製造業では、電気機械の業務
オペレーションのDXのほか、⾮製造業では、⼩売のセルフレジ対応や、建設の遠隔施⼯技術導⼊などで増加

⼯場のIoT化や業務オペレーションのDXなどにより⼤幅増の計画
情報化投資

（注）⼤企業
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4. 新型コロナによる事業への影響とレジリエンス Resilience
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 新型コロナ感染拡⼤による事業へのマイナスの影響については、需要減や資⾦繰り懸念を挙げる企業は減少したが、国内
外の移動制限のほか、加⼯組⽴型業種を中⼼にサプライチェーン上の課題を挙げる企業が増加

新型コロナによる事業へのマイナスの影響

（注）３つまでの複数回答、⼤企業

（有効回答社数⽐、％）
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①運輸
②卸売・⼩売
③⼀般機械

①電気機械
②輸送⽤機械
③⼀般機械

需要⾯はやや落ち着くが、「移動制限の制約」や「サプライチェーンへの影響」が拡⼤
新型コロナによる事業へのマイナスの影響

Resilience
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 ⼈件費の⾼騰など、コロナ前からの理由でサプライチェーンを⾒直す企業も⼀定数存在するが、多くの企業では新型コロナが
契機に

 このほか、製造業を中⼼に、⽶中対⽴や半導体不⾜、地政学リスクなども契機となった企業も相応に存在

サプライチェーン⾒直しの契機

（注）３つまでの複数回答、全産業、⼤企業

（有効回答社数⽐、％）
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②輸送⽤機械
③電気機械

①⼀般機械
②化学
③電気機械

新型コロナだけでなく、「地政学リスク」関連なども
サプライチェーン⾒直しの契機

Resilience



P.28

0

10

20

30

40

50

今回 前回

 サプライチェーン⾒直しの内容としては、この1年で、「海外仕⼊調達先や海外拠点の分散・多様化」などを挙げる企業が
特に増加

 2021年度の海外投資は、中国でEV向け部材が増加するほか、幅広い地域で⼤幅増の計画

新型コロナを受けたサプライチェーン⾒直し（検討を含む）の具体的内容

（注）３つまでの複数回答、⼤企業

（有効回答社数⽐、％）
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国内ではなく、海外の拠点や仕⼊調達先の分散、多様化を図る企業が増加
サプライチェーン⾒直しの内容と海外投資

（前年⽐、％）
2020年度
（実績）

(19-20共通525社)

2021年度
（計画）

(20-21共通681社)

全 地 域 ▲14.4 17.2

北 ⽶ ▲16.2 13.5

欧 州 ▲7.0 19.3

中 国 10.8 25.6

その他アジア ▲21.6 18.4

その他 ▲20.2 13.1

海外における設備投資動向（連結ベース）

（注）⼤企業

Resilience
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 この1年で「最⼤時のテレワーク実施率」は、⼤企業で平均約4割、中堅で平均約2割。 ただし、0〜10割まで、業種毎・
企業毎に⼤きな差異。中堅企業は、都市部での実施率は相応に⾼い⼀⽅、地⽅部においては、全く実施していない企業
が約6割を占めるなど、地域差あり

 テレワークに関連した設備投資は、⼤企業の8割超が実施済（追加投資必要も含む）

（構成⽐、％）

テレワーク関連投資の必要性

既に充⾜ ⼀部実施済だが
追加投資が必要 そもそも必要なし

⼤企業

中堅
（都市部）

中堅
（地⽅部）

⼤企業のテレワーク実施率(最⼤時)は平均4割弱、関連投資は8割超が既に実施済
テレワークの実施率と関連投資

（割）

平均
⼤企業︓3.8割
中堅︓1.7割

テレワーク実施率（この1年で最⼤時）

⼤企業

中堅
（都市部）

中堅
（地⽅部）

（構成⽐、％）

Resilience



P.30

 テレワーク拡⼤を受けた、⾃社のオフィス⾯積の中⻑期的な⾒通しは、75％の企業が「変わらない」
 オフィス⾯積が「減少」と回答した企業(=⑤+⑥)は、計約17％となり、「増加」と回答した企業(=①+②+③+④)の計約9％

を上回る →全体としてやや減少の可能性も

テレワーク拡⼤を受けた中⻑期的なオフィス⾯積の⾒通し

（注）全産業、⼤企業

（構成⽐、％）
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⾃社のオフィス⾯積は回答企業の75%が「不変」、全体ではやや減少の可能性も
テレワーク拡⼤を受けた中⻑期的なオフィス⾯積⾒通し

Resilience
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 インバウンド減少を受けた対策について、⾮製造業の5割弱が「経費削減」、4割弱が「既存事業の提供⽅法や対象顧客の
⾒直し」と回答。「設備投資の中⽌や先送り」を余儀なくされたとの回答割合も⼀定程度存在

 ⼀⽅、「新事業･代替事業の展開」に打って出た企業は14％にとどまるなど、やや⼿詰まり感も

訪⽇外国⼈数減少を受けた対策

（注）３つまでの複数回答、⼤企業

（有効回答社数⽐、％）
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5. 参考
＜産業×地域関連＞ 産業×地域でみた脱炭素やイノベーション、レジリエンス強化の取組

＜国内設備投資関連＞ 概況表、主要業種の特⾊、キャッシュフロー⽐率、投資動機、
国内主要拠点の現況、⼈⼿不⾜と省⼒化投資、投資⾏動の優先度

＜イノベーション関連＞ 産業・社会のデジタル化の影響、研究開発の課題

＜新型コロナとレジリエンス関連＞ 先⾏きの事業リスク

＜海外投資関連＞ 海外投資地域別スカイライングラフ、海外設備投資⽐率、
国内外の中⻑期的な供給能⼒⾒通し、M＆Aに対するスタンス、想定為替レート

＜地域関連＞ 2021年度計画地域別状況
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 脱炭素関連の投資は、化学、鉄鋼の集積が厚い関東甲信、関⻄や中国（太平洋ベルト）において、喫緊の課題に対応するため
の、発電設備や電炉の更新などが予定。 EV、HV転換に伴う電気機械や輸送⽤機械の投資は、関東甲信や東海中⼼に幅広く
実施される予定。⾮製造業では、関東甲信中⼼に⽔素関連、各地域でLED化が計画

喫緊の省エネ、再エネ関連の投資がCO2多排出産業集積地でみられる
＜産業×地域＞脱炭素に向けた取組

北海道 東北 関東甲信 北陸 東海 関⻄ 中国 四国 九州

化学 CCS実証試験 地熱発電
グリーン⽔素

LNG発電新設
ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄ

廃プラリサイクル
脱ﾌﾟﾗ不織布

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電
再⽣材料樹脂

⾃社⽔⼒発電
LNG転換

鉄鋼・⾮鉄 コークス炉改修
ﾘｻｲｸﾙ⼯場

電炉更新
太陽光発電

電磁鋼板 電磁鋼板
EV関連部品

電磁鋼板
電動化部品

⼀般機械 CNR&D拠点
地熱⽔熱交換機

省ｴﾈ設備
環境配慮空調

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
EV空調 太陽光発電 ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

再ｴﾈ切り替え 太陽光発電

電気機械 EV電⼦部品 ﾊﾟﾜｰ半導体
再ｴ蓄電ｼｽﾃﾑ

⾃動運転部品 ⾞載電装化
EV検査製品

⾞載部品
ﾊﾟﾜｰ半導体

コンデンサ
太陽光発電

EV向け電池
植物油機器 ﾊﾟﾜｰ半導体

輸送⽤機械 EV・HV向け
部品⽣産

EV⽣産技術強化
HV向け部品

HV電池量産
電動開発拠点 HV⽤LiB増強 EV⽣産設備

HV部品 LiB⽣産強化 電動⾞部品

その他製造業 環境配慮⼯場 環境保全⼯事 太陽光発電
バイオガス発電 太陽光発電 ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗ 太陽光発電

ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗ ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 消化ｶﾞｽ発電
共同物流

省エネ設備
ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

卸売・⼩売 ⽔素製造 太陽光発電 ⽔素製造拠点
太陽光発電

ﾘｻｲｸﾙｶｰ 省ｴﾈ設備

不動産 ﾘﾁｳﾑ電池設置
太陽光発電

グリーンビル 照明LED化
都市の緑化

照明LED化

運輸 環境配慮物流 EV充電ｲﾝﾌﾗ
再ｴﾈ開発

⽔素ｽﾃｰｼｮﾝ
LNG燃料船

ボイラー制御最
適化システム

アンモニア基地
LiB搭載船

LPG・アンモニア
併⽤船

電⼒ガス ﾊﾞｲｵﾏｽ熱電
⾵⼒発電

洋上⾵⼒発電
メガソーラー

⾵⼒発電
ﾒｶﾞｿｰﾗｰ

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 ⾼効率発電 ﾊﾞｲｵﾏｽ発電
地熱発電

その他⾮製造業 天然ガス発掘 CN特化旅⾏
太陽光発電

環境関連施設 ﾎﾃﾙLED化
⼈感センサー

⾃家発電 ZEB化⼯事 太陽光発電

（注）設備投資計画調査や各社発表資料などにより、主要な取り組みを記載
判明している⾦額や取り組みの数に応じて⾊分け。活発な産業、地域を濃い⾊で⽰している
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 研究開発費の⼤きい化学、電気機械、輸送⽤機械のR&D拠点がある、関東甲信、東海で活発
 EVに関連した投資は、鉄鋼・⾮鉄や⼀般機械など各業種において、全国各地域にみられる
 ⾮製造業では、AI、IoTを活⽤した、倉庫や店舗の⾃動化を図る投資が各地域でみられる

イノベーション拠点は関東甲信や東海に集中するが、EV関連投資は各地域に
＜産業×地域＞イノベーションの取組

北海道 東北 関東甲信 北陸 東海 関⻄ 中国 四国 九州

化学 光学樹脂 R&D施設
(横浜、川崎) 研究開発拠点 半導体

医薬品
半導体、LiB

医薬品 LiB、5G関連

鉄鋼・⾮鉄 LiB再⽣ 航空機部品 ⽔素還元製鉄
⽔素SS⽤機器

⼀般機械 ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰ化
ﾛﾎﾞｯﾄ減速機 IoT実装 ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰ化 半導体関連

産業ﾛﾎﾞｯﾄ ﾊﾞｲｵ技術研究

電気機械 5G電⼦部品 5G関連開発
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰHDD 5G通信設備 5Gスマホ向け ⾃動化設備

輸送⽤機械 ⽣産ラインに
ﾃﾞｰﾀ収集ｿﾌﾄ

⾃動運転開発
新モデル対応

スマートシティ
FCV IoT効率⽣産 ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰ

ﾛｰｶﾙ5G実験

その他製造業 AI導⼊
省⼈化 働き⽅改⾰AI 合成紙開発 ｱﾝﾓﾆｱSC構築 遠隔医療

⾃動運転部材 新聞製作ｼｽﾃﾑ

卸売・⼩売 店舗⾃動化
物流センター

EC専⽤ 倉庫
宅配センター

AI品切検知
ｽﾏﾎﾃﾞｰﾀ活⽤ 物流センター POSｼｽﾃﾑ

物流センター

不動産 AIインフォ設置
配送ﾛﾎﾞ導⼊

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ
施設 接客AI ｲﾉﾍﾞ拠点開発 ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ

施設

運輸 ⾃動倉庫 AIロボット 遠隔操作ロボ
AIターミナル 荷役遠隔⾃動 AI配送⾃動化

無⼈ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

その他⾮製造業 省ｴﾈﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ スマートホテル
ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ実験 ｱﾝﾓﾆｱ実験 AI輸送ﾏｯﾁﾝｸﾞ 通信設備増強 サーバー

基幹システム

（注）設備投資計画調査や各社発表資料などにより、主要な取り組みを記載
判明している⾦額や取り組みの数に応じて⾊分け。活発な産業、地域を濃い⾊で⽰している
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 ⾸都圏から⽣産拠点の分散投資や、サプライチェーンの国内化を企図した投資もみられる
 新型コロナ関連の医薬品やマスクなどの能⼒増強投資がみられるほか、東北や中国において、⼤規模災害経験なども踏ま

えた耐震、⽔害対策投資が実施される計画

新型コロナ関連の投資や災害対策のほか、⼀部に拠点分散の動きも
＜産業×地域＞レジリエンス強化の取り組み

北海道 東北 関東甲信 北陸 東海 関⻄ 中国 四国 九州

化学 ⽔害対策 医薬品能増 がん治療薬
耐震⼯事 マスク能増

鉄鋼・⾮鉄 耐震補強

⼀般機械 ⾸都圏→
⽣産拠点分散

新社屋
遠隔拠点 SC国内化 ⽔害対策 環境整備機器 災害対策

電気機械 洪⽔対策 PCR検査ｶﾒﾗ

輸送⽤機械 新⼯場 研究施設建替
FCバス給電

仮想ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ
⼯場ｽﾏｰﾄ化

⽔害影響把握
耐震⼯事

HV⇒
⾮常⽤電源

その他製造業 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ マスク能増

卸売・⼩売 流通システム
投資

配送業務シス
テム投資

新⽣活様式対応
宅配システム投資

百貨店の
複合商業化

BCP対応
蓄電池交換

不動産 耐震ビル
⾮常⽤蓄電池

⾃家発電機 ⾃家発電機
冷凍冷蔵倉庫

無停電電源 ⾮常⽤発電機 中央監視・
防災設備整備

⼤型開発
地下街防災

防災設備 ⾮常照明
電源装置

運輸 物流倉庫新設 ⾼架橋など
⼤規模耐震

鉄道地上設備
冷凍冷蔵倉庫

物流拠点 物流拠点 ﾀﾝｸ地盤強化
遠⽅監視制御

鉄道⾞両増
ｸﾙｰｻﾞｰ導⼊

⾼架耐震
共同物流倉庫

⼤型造船
耐震

その他⾮製造業
ﾎﾃﾙ耐震化

病院移転新築
地⽅創⽣
旅⾏プラン

導管耐震化

BCP関連投資 耐震化
防災⽀援ｼｽﾃﾑ

通信設備
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

ICT防災
耐震⼯事

通信設備
耐震

（注）設備投資計画調査や各社発表資料などにより、主要な取り組みを記載
判明している⾦額や取り組みの数に応じて⾊分け。活発な産業、地域を濃い⾊で⽰している



P.36

2020年度（実績）
(共通会社1,670社)

2021年度（計画）
(共通会社1,823社)

2022年度（計画)
(共通会社758社)

2019年度
実 績

2020年度
実 績 増減率 2020年度

実 績
2021年度
計 画 増減率 2021年度

計 画
2022年度
計 画 増減率

全 産 業 193,590 173,876 ▲10.2 159,241 179,375 12.6 44,777 38,784 ▲13.4

(除電⼒） 167,854 151,505 ▲ 9.7 147,968 166,872 12.8 43,535 37,587 ▲13.7

製 造 業 63,924 56,487 ▲ 11.6 52,486 62,255 18.6 15,992 15,038 ▲6.0

⾮製造業 129,667 117,389 ▲ 9.5 106,755 117,120 9.7 28,785 23,746 ▲17.5

(除電⼒） 103,930 95,018 ▲ 8.6 95,482 104,617 9.6 27,543 22,549 ▲18.1

（億円、％）

2020・2021・2022年度 設備投資動向

（注）⼤企業
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【製造業】
○ ⾷品(▲15.5％→10.8％)

付加価値向上をねらった製品等への能⼒増強投資により、増加する
○ 化学 (▲3.3％→14.9％) 

⾃動⾞、電⼦材料、医薬品などの⾼機能品への投資を積極化し、⼆
桁増加する

○ ⽯油 (25.9％→26.1％)

製油所の維持更新・合理化や新規事業に向けた投資により、引き続き
増加する

○ 鉄鋼 (▲11.0％→23.2％)
⾃動⾞向けの⾼付加価値製品に向けた投資が牽引し、⼤幅に増加する

○ ⾮鉄⾦属 (▲20.0％→38.2％)
⾃動⾞、電⼦機器、半導体向けなどの能⼒増強が広範にあり、⼤幅に
増加する

○ ⼀般機械 (▲32.0％→18.7％)
産業⽤機械や⼀般機械部品などの反動増により、⼆桁増となる

○ 電気機械 (▲12.4％→39.1％)
前年度の反動増に加え、⾃動⾞電装化向けの電⼦部品や5G関連投資により、
３年ぶりに増加に転じ⼤幅増となる

○ 精密機械 (▲15.6％→▲2.7％)
医療⽤機器で新型コロナ関連の増産対応投資が増加するものの、半
導体製造装置の能⼒増強投資が⼀時的に減少し、減少する

○ ⾃動⾞ (▲11.3％→9.1％)
電動化などＣＡＳＥ対応投資が継続し、市場の回復を捉まえた新製
品対応が⾒込まれることから、増加する

【⾮製造業】
○ 卸売・⼩売 (▲15.5％→10.7％)

百貨店は減少するものの、スーパー・コンビニの⾮接触対応などの既存
店舗向け投資により増加する

○ 不動産 (3.0％→7.4％)
国際ビジネス拠点や物流施設の開発により引き続き増加する

○ 運輸 (▲21.4％→19.2％)
鉄道の⾞両新造・安全対策⼯事の拡⼤に加え、航空機取得などの⼤
型設備投資により、増加する

○ 電⼒ (▲13.1％→10.9％)
原⼦⼒発電関連投資などにより、増加する

○ 通信・情報 (0.0％→▲0.1％)
引き続き5Gの基地局・ネットワーク整備が⾏われるほか、データセンター
に関する投資も継続する⼀⽅、各社とも投資の効率化を進めており、
全体としてはほぼ横ばいとなる

○ サービス (▲19.4％→8.2％)
ホテル向け投資の抑制は続くが、付加価値向上に向けたテーマパークの
旺盛な投資により、増加する

（注）⼤企業、（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2020年度→2021年度）を⽰す

主要業種の2021年度計画の特⾊
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 2020年度の全産業の設備投資／キャッシュフロー⽐率は、利益の悪化を受けて⼤幅に上昇
 経常損益Ｄ.Ｉ.は、2020年度は2年連続でマイナスとなったが、21年度は製造業を中⼼に持ち直す

経常損益Ｄ.Ｉ.

2019年度
実績

887社

2020年度
実績

836社

2021年度
計画

1,117社

全 産 業 ▲12.2 ▲8.9 8.9

製造業 ▲19.9 ▲6.1 16.5

⾮製造業 ▲6.7 ▲10.8 3.0

(％ポイント)

(注) ⼤企業
経常損益Ｄ.Ｉ.＝

（「増益」回答数－「減益」回答数 ）
有効回答数

経常損益Ｄ.Ｉ.

（注）⼤企業
キャッシュフロー＝経常利益÷２＋減価償却費

（法⼈税の実効税率を50％とみなし、簡便法として計算）

全産業

製造業

⾮製造業

（年度）

設備投資／キャッシュフロー⽐率の推移

【実績】

設備投資／キャッシュフロー⽐率
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実績

計画

 2020年度は、コロナ禍で「新製品・製品⾼度化」のウエートが⼤きく低下したが、21年度には持ち直し
 「維持・補修」のウエートが危機を経て⾼⽌まっている

投資動機ウエートの推移（製造業）

（注）全体設備投資額に対する各投資動機の⾦額ウエート、⼤企業

（年度） （％）

研究
開発

新製品・
製品⾼度化

能⼒増強 合理化・
省⼒化

維持・補修 その他

32.0

31.8

42.8

23.3
24.2

27.4
25.2

28.6
25.6

16.2

16.7

12.3

16.3
15.0

14.8
17.8
12.9

15.6

10.5

8.3

6.2

10.2
9.0

8.0
7.2

6.9
7.2

17.1

14.7

10.0

10.7
10.2

10.3
13.0

10.3
10.0

9.4

14.8

16.6

25.6
26.7

25.2
25.6

29.7
28.9

14.8

13.7

12.1

13.9
14.9
14.3

11.2
11.5

12.9

1990

2000

07

16
17
18
19
20
21

投資動機ウエート（製造業）
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2005 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

能⼒増強

新製品・製品⾼度化

合理化・省⼒化

研究開発

維持・補修

その他

（年度）

（2005年総額＝100）

計画

（2005年総額＝100）

製造業設備投資全体
（棒グラフ、左⽬盛）

（注）⼤企業
2005年度の製造業全体の設備投資額を100とした指数。いずれの年度においても、各投資動機の設備投資指数

（右⽬盛）を合計すると、製造業全体の設備投資額指数に⼀致する。

投資動機別⽔準（製造業）
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42.9 

53.7 

49.9 

46.0 

40.0 

41.1 

12.3 

14.3 

25.0 

21.3 

15.0 

19.5 

37.2 

24.8 

17.8 

23.5 

33.3 

28.3 

6.1 

4.1 

3.5 

6.5 

10.0 

9.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

【506社】

【488社】

【511社】

【489社】

【492社】

【492社】

製造業
全体

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

②能⼒増強投資
が必要

①維持・補修投資
の増額が必要

③維持・補修投資が
⾏き届き、
⽣産能⼒も充⾜

④⽼朽拠点の整理
縮⼩が必要

 「①維持・補修投資の増額が必要」との回答は、製造業の4割を占めるが、⽐率は5年ぶりに上昇
 「②能⼒増強投資が必要」との回答は2年ぶりに増加し、 「③維持・補修投資が⾏き届き、⽣産能⼒も充⾜」との回答や

「④⽼朽拠点の整理縮⼩が必要」との回答が減少したが、コロナ前には戻らず

製造業の国内⽣産拠点の総合的な状況に対する認識

（構成⽐、％）

⑤その他

製造業の国内主要⽣産拠点の現況

（注）⼤企業
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44.9
41.9

32.0 
47.8

39.1
55.6 

37.6
35.5
34.7 

41.5
34.5

32.1 
37.5

33.3
40.3 

56.3
47.0 
48.4 

28.2
19.8

32.0 
19.6

6.5
13.3 

24.7
19.4
22.1 

20.0
14.5

33.9 
28.6

19.0
17.7 

13.9
10.7 

9.4 

19.2
27.9
24.0 

26.1
45.7

26.7 
30.1

35.5
32.6 

26.2
30.9

28.6 
25.0

41.3
35.5 

19.2
28.9 

25.2 

5.1
7.0

8.0 
4.3
8.7

4.4 
5.4
6.5

6.3 
7.7

20.0
5.4 

5.4
6.3
6.5 

8.6
12.1 

15.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2019
2020
2021
2019
2020
2021
2019
2020
2021
2019
2020
2021
2019
2020
2021
2019
2020
2021

化学
2019年度
2020年度
2021年度

鉄鋼
⾮鉄⾦属

2019年度
2020年度
2021年度

⼀般機械
精密機械

2019年度
2020年度
2021年度

電気機械
2019年度
2020年度
2021年度

輸送⽤機械
2019年度
2020年度
2021年度

その他
2019年度
2020年度
2021年度

⑤その他②能⼒増強投資
が必要

（構成⽐、％）

①維持・補修投資
の増額が必要

③維持・補修投資が
⾏き届き、
⽣産能⼒も充⾜

④⽼朽拠点の整理
縮⼩が必要

製造業の国内主要⽣産拠点の現況（主要業種）

（注）⼤企業
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全産業 製造業 ⾮製造業

 これまでの⼈⼿不⾜は、新型コロナを受けて、やや緩和。特に、⾮製造業で⼈⼿不⾜が事業の制約になるとの回答が昨年
より減少。他⽅、中期的には再び⼈⼿不⾜が深刻化に向かう⾒込みであり、省⼒化投資の潜在的な需要は底堅い

 ⼈⼿不⾜対応や省⼒化につながる投資は、設備投資全体の0〜20％程度との回答が約7割

⼈⼿不⾜の事業展開への影響

（構成⽐、％）
制
約
に
は

な
ら
な
い

制
約
に
な
る

設備投資に占める⼈⼿不⾜対応や
省⼒化につながる投資の⽐率

0〜20％

20〜40％

40％超

（構成⽐、％）

⾜元 ３年
先 ⾜元 ３年

先
19 20 21 19 20 21

製造業 ⾮製造業

⼈⼿不⾜の状況と省⼒化投資

（注）⼤企業（注）⼤企業
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投資⾏動における優先度

（構成⽐、％）
（注）優先順に３つまでの複数回答、⼤企業（構成⽐、％）

(1)製造業 (2)⾮製造業

①国内有形固定資産投資

②海外有形固定資産投資

③研究開発

④情報化投資

⑤⼈的投資、⼈材育成

⑥国内Ｍ＆Ａ

⑦海外Ｍ＆Ａ

 企業の投資⾏動における優先度は、製造業、⾮製造業ともに1位はまず①国内有形固定資産投資。そのほか、製造業で
は③研究開発、⑤⼈的投資、⼈材育成が⾼く、⾮製造業では⑤⼈的投資、⼈材育成、④情報化投資が⾼い

投資⾏動における優先度
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投資⾏動における優先度の推移

（構成⽐、％）
（注）1.全産業、⼤企業 2.優先度1位を3、2位を2、3位を1とするスコアにより、合計を100％とする数値を作成。

 新型コロナにより、海外での設備投資やＭ＆Ａの優先度が低下した
 ⼀⽅で、情報化投資の優先度が⼀貫して⾼まっている
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国内設備投資 海外設備投資 ⼈材投資 研究開発 国内M&A 海外M&A 情報化投資

投資⾏動における優先度
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 AI、IoT、5G等の技術を通じた産業・社会のデジタル化の影響について、影響はないとした割合は昨年から低下し、収益
機会の多様化につながるとの認識が強まっている。連携相⼿の多様化につながるとの回答もやや⾼まった

 具体的なデジタル化に対する取組事例としては、⽣産⾃動化やIoT、⾃動運転などに加え、オンラインによる⾮接触型の
サービス強化や、事務のDX化といった回答も多い

AI、IoT、5G等の技術を通じた
産業・社会のデジタル化の影響

（有効回答社数⽐、％）

デジタル化に対する新事業や取り組みの事例

業種 新事業や取り組みの事例

製
造
業

⼀般機械 ⽣産⾃動化、IoT

電気機械 ⾃動運転、スマートファクトリー

精密機械 AI診断サポート、データ配信サービス

⾮
製
造
業

運輸 MaaS、⾃動運転、駅作業のDX

卸売・⼩売 EC強化、決済⼿段多様化、
オンライン服薬指導

建設／不動産 5G基地局対応、ビルの⾃動制御
スマートシティ、施⼯の⾃動化

その他 スマート農業、デリバリー対応0 20 40 60

21
20
19

①新製品・サービス提供に
よる収益機会の多様化

②売上構成の抜本的な
変化（本業の転換）

③コスト構造の抜本的な
変化

④異業種からの参⼊によ
る競争激化

⑤連携相⼿の多様化

⑥⼤きな影響や変化は
ない

（注）２つまでの複数回答、全産業、⼤企業

産業・社会のデジタル化の影響
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 研究開発における課題については、「研究成果の製品化、事業化の遅れ」、「市場ニーズの把握不⾜」との回答が、17年度
調査に⽐べて⼤きく⾼まった

 研究開発の⾦額、IT環境、対⾯コミュニケーションを課題とする回答は、さほど多くない

53 

63 

40 

25 

7 

11 

5 

3 

0 20 40 60 80

42

30

17

28

8

15

12

8

0 20 40 60 80

①全社的な研究開発
活動のマネジメント

②研究成果の製品化、
事業化の遅れ

③市場ニーズの把握不⾜

④外部リソースとの連携

⑤研究開発費が不⼗分

⑥技術不⾜

⑦アイデア不⾜

⑧その他

①全社的な研究開発
活動のマネジメント

②研究成果の製品化、
事業化の遅れ

③市場ニーズの把握不⾜

④外部リソースとの連携

⑤研究開発費が不⼗分

⑥IT環境不⾜

⑦対⾯コミュニケーション
不⾜

⑧その他

2017年度調査 2021年度調査

（注）２つまでの複数回答、全産業、⼤企業 （有効回答社数⽐、％） （有効回答社数⽐、％）

研究開発における課題

研究開発における課題
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 新型コロナを事業のリスクとして挙げる声は、昨年に⽐べてやや減少したが、引き続き最⼤のリスク。そのほか、特に製造業に
おいて、原油・資源価格の動向がリスク要因として重要度が増した

（構成⽐、％）（構成⽐、％）

(1)製造業 (2)⾮製造業
先⾏きの事業のリスク

（注）影響度順に３つまでの複数回答、⼤企業
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影響度１位
影響度２位
影響度３位

①新型コロナ

②⽶中対⽴激化

③原油・資源価格の動向

④為替

⑤資産価格急落

⑥地政学リスク

【21FY】
【20FY】

【21FY】
【20FY】

先⾏きの事業リスク
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（注） 数字は2020年度実績対2021年度計画の増減率。（ ）内の数字は、全体に対する寄与度、⼤企業

0

10

20

30

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

北⽶
13.5（4.5）

その他の地域
13.1（1.7）

欧州
19.3（2.9）

中国
25.6

（3.5）
その他アジア
18.4（4.6）

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

北⽶
▲16.2（▲5.7）

その他の地域
▲20.2（▲2.3）

欧州
▲7.0（▲1.0）

中国
10.8

（1.0）

その他アジア
▲21.6（▲6.4）

2020年度実績

2021年度計画

全地域平均
17.2％

（前年⽐、％）

（前年度構成⽐、％）（注）数字は2019年度実績対2020年度実績の増減率。（ ）内の数字は、全体に対する寄与度、⼤企業

（前年度構成⽐、％）

（前年⽐、％）

全地域平均
▲14.4％

海外設備投資の地域別スカイライングラフ
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02 04 06 08 10 12 14 16 18 20
（年度）

(2002年=100)

10
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25
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35
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55
60

02 04 06 08 10 12 14 16 18 20

(％)

 2020年度の海外投資⽐率は、新型コロナにより北⽶を中⼼として幅広い地域で落ち込みが⼤きく、⽶中対⽴の影響でや
や低下した19年度に続き、2年連続で低下

 北⽶や欧州などワクチン接種が進むほか、早期に感染収束した中国向け中⼼に海外投資も増加するが、国内投資も持ち
直す計画のため、21年度の計画では概ね横ばいに

海外設備投資⽐率の推移（製造業）

（注）点線︓連結海外投資÷（単体国内投資＋連結海外投資）
実線︓連結海外投資÷（連結国内投資＋連結海外投資）

＊国内連結設備投資は、2010年度より調査開始

計画

（年度）

計画

国内設備投資

海外設備投資

国内外の設備投資の推移（製造業）

21

21

海外設備投資⽐率

（注）⼤企業⼤企業
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向こう３年程度
10
年
先
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50 44 48 
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向こう３年程度
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 製造業の向こう3年程度の中期的な供給能⼒の⾒通しでは、海外を強化するとの回答はやや増加したが、コロナ前の19年
の⽐率までは戻らず。ただし、10年先では強化するとの回答が6割程度まで増加

 国内についても、向こう3年程度で強化するとの回答が10％ポイント上昇。10年先では、約半数が強化すると回答した⼀⽅
で、1割程度が国内を縮⼩すると回答

中⻑期的な国内・海外の供給能⼒（製造業）

（構成⽐、％）

強
化

維
持

縮
⼩

（１）海外⽣産拠点 （２）国内⽣産拠点
（構成⽐、％）

縮
⼩

維
持

強
化

調査
年度

（注）国内、海外の両⽅で⽣産活動を⾏っていると回答した企業（2021年度︓294社）、⼤企業

調査
年度

国内外の中⻑期的な供給能⼒⾒通し（製造業）
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収

海
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事
業

売
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Ｍ＆Ａに対するスタンス

 コロナ禍で、2020年度は製造業、⾮製造業ともに国内外の買収について積極的との回答が昨年から減少したが、1年を
経て、海外での意欲は回復しなかったものの、国内における買収意欲は持ち直し

（構成⽐、％）

②やや積極的 ④消極的
③あまり積極的

ではない①⾮常に積極的

（構成⽐、％）

製造業 ⾮製造業

国
内
買
収

2019年度
2020年度
2021年度

海
外
買
収

2019年度
2020年度
2021年度

事
業
売
却

2019年度
2020年度
2021年度

国
内
買
収

2019年度

2020年度

2021年度

海
外
買
収

2019年度

2020年度

2021年度

事
業
売
却

2019年度

2020年度

2021年度

Ｍ＆Ａに対するスタンス

（注）⼤企業
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70
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100

110

120

130

2013 14 15 16 17 18 19 20 21

100円未満

100円以上105円未満

105円以上110円未満

110円以上115円未満

115円以上120円未満

120円以上125円未満

125円以上

 製造業の想定為替レートは、１ドル＝105〜110円を想定する企業が最も多く、平均は１ドル105.4円

ドル／円レートの実績

（注）⽇本銀⾏「外国為替相場状況」
(17時現在の銀⾏間取引レートの⽉中平均)

（⽉次）

年度平均

（円）

円⾼

製造業の対⽶ドル想定為替レート

（注）⽇本政策投資銀⾏「設備投資計画調査」、⼤企業

参考︓ユーロ/円
平均レート:１ユーロ=124.3円
最頻値︓120円以上125円未満

平均︓105.4円/ドル

（構成⽐、％）
0 10 20 30 40 50 60 70 80

製造業の想定為替レート
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（備考）１．全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む
２．各地域の構成⽐は、都道府県別投資額回答会社の対合計⽐。なお各地域の構成⽐合計は、四捨五⼊の関係で100％とならない
３．スカイライングラフにおける⾯積は、全体増減に対する寄与度の⼤きさを表している

※地域区分は以下の通り
北 海 道 ： 北海道
東 北 ： 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟
北 関 東 甲信 ： 茨城、栃木、群馬、山梨、長野
首 都 圏 ： 埼玉、千葉、東京、神奈川
北 陸 ： 富山、石川、福井
東 海 ： 岐阜、静岡、愛知、三重
関 西 ： 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中 国 ： 鳥取、島根、岡山、広島、山口
四 国 ： 徳島、香川、愛媛、高知
九 州 ： 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

（１）全国合計で11.3％増。10地域中
９地域増加、１地域減少の計画

（２）北関東甲信、首都圏、四国で比
較的高い伸び

（３）北海道が唯一のマイナス
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数字は

構成比

2021年度対前年度増減率
2020年度 構 成 比増減率

北海道

▲9.9%
4.7%

東北
10.5%
5.7%

北関東甲信

38.3%

5.3%

首都圏

20.2%

35.8%

北陸

17.2%

2.9%

東海

5.3%
15.1%

関西

12.0%
12.8%

中国

8.4%

6.7%

四国

23.0%

3.5%

九州

15.0%
7.1%

全国
11.3%

2021年度計画 地域別状況
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対前年度増減率（％）

地域別設備投資の概況2020年度
実績

全産業

2021年度計画

全産業 製造業 ⾮製造業

北海道 ▲26.1 ▲9.9 ▲25.3 ▲2.7 鉄鋼の⽣産設備改修が⼀服し、輸送⽤機械も⼯場新設が完了することから、全体で2年連
続減少

東北 ▲20.9 10.5 3.3 20.9 ⼤型投資のある運輸、拠点新設のある建設、医薬品関連で化学などが増加し、全体で4年ぶ
りに増加

北関東甲信 ▲6.1 38.3 21.5 87.0 能⼒増強投資がある化学・輸送⽤機械、⼤規模な改良がある電⼒などが増加し、全体で⼤
幅な増加に転じる

⾸都圏 ▲19.1 20.2 39.9 16.3 航空関連で運輸、都⼼の再開発案件が続く不動産、⾃動⾞関連で輸送⽤機械が増加し、
全体で増加に転じる

北陸 ▲3.6 17.2 18.7 13.1 半導体⽣産能⼒増強で電気機械、⾃動⾞向けで⾦属製品・⾮鉄⾦属、維持補修で電⼒が
増加し、全体で増加に転じる

東海 ▲7.8 5.3 3.3 13.0 オフィスビルや商業施設の建設のある不動産などが増加し、全体でも増加に転じる

関⻄ ▲20.0 12.0 10.8 12.7 化学・電気機械の能⼒増強に加えて、物流関連・防災機能強化で運輸、⼤規模再開発で
不動産が増加し、全体でも3年ぶりに増加に転じる

中国 ▲11.6 8.4 27.0 ▲22.7 新商品対応で輸送⽤機械が増加するため、⼤型投資が完了した電⼒が⼤幅減となるものの、
全体で増加に転じる

四国 ▲11.9 23.0 30.7 3.4 製品⾼度化・能⼒増強投資により、電気機械に加えて、⾮鉄⾦属、紙・パルプなどが増加し、
全体で⼤幅増加に転じる

九州 ▲18.4 15.0 15.1 14.8 ⾮鉄⾦属、紙・パルプなどで能⼒増強があることに加えて、再開発案件のある不動産・運輸も
増加し、全体で増加に転じる

全国 ▲10.5 11.3 16.9 8.5 製造業を中⼼に増加

(備考) 全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む

2021年度計画 地域別状況
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 企業規模別にみると、全国的には、⼤企業の寄与で増加するが、地域毎には⼤企業・中堅企業の寄与は様々。
北海道は、中堅企業のマイナス寄与で全体として減少の計画

 製造業・⾮製造業の寄与をみると、全国では寄与が同程度となっているが、北陸・中国・四国では製造業寄与が⼤きく、
東北・北関東甲信・⾸都圏・関⻄・九州では⾮製造業寄与が⼤きい

地域別設備投資動向

（２）業種別（１）規模別

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

全
国

北
海
道

東
北

北
関
東
甲
信

⾸
都
圏

北
陸

東
海

関
⻄

中
国

四
国

九
州

⼤企業寄与 中堅企業寄与 増減率

（前年⽐、％）

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

全
国

北
海
道

東
北

北
関
東
甲
信

⾸
都
圏

北
陸

東
海

関
⻄

中
国

四
国

九
州

製造業 ⾮製造業 全産業

（前年⽐、％）

地域別・規模別・業種別設備投資動向
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